様式第１号（第８関係）
番　　　　　号　

年　　月　　日　

　

　　　　局長　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体　　氏　　　名　　　　　

[image: image26.emf]（様式第９号　別紙［集約化型（中心経営体）］）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　氏　　名　　　　

農業経営高度化支援事業計画承認申請書

　岩手県農業経営高度化支援事業実施要領第８第１項第１号の規定により、　　年度の標記計画を作成したので承認されたく、関係書類を添えて申請します。

記

	地区名
	事  業  区  分
	備　　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	


様式第２号（第８、第９関係）

高度土地利用調整事業計画（実績）書

地区名　　　　　　　　　　

１　関係農家の意向調査活動

２　土地利用調整活動

３　農用地流動化についての関係機関との調整活動

４　農業機械の利用再編に関する活動

５　普及センター等の助言指導を受けて行う営農指導に関する活動

６　農地所有適格法人等の持続的な農業経営の確立に関する活動

７　その他農用地流動化に関係する調査・調整活動

様式第３号（第８、第９関係）

高度経営体集積促進事業計画（実績）書

地区名　　　　　　　　　　

１．対象事業の実施状況等

	採択年度
	
	①　農家負担割合
	　％

	年　度
	②

年度事業費
	③　 促進費算定

 対象事業費
	④ ＝ ①×③

農家負担額
	備　考

	
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


(注)１．「採択年度」の欄は、対象事業の採択年度を記入すること。

２．「②　年度事業費」の欄及び「③　促進費算定対象事業費」の欄は、地方事務費を含まない事業費を記入すること。

　　　３．「③　促進費算定対象事業費」の欄は、農家負担が伴う工種に係る事業費を記入すること。

　　　４．備考欄は、地元負担減免額があった場合に、その額を記入すること。
２．促進費交付申請額

（１）交付合計額

	①促進費算定対象事業費
	高度経営体集積向上率
	⑥交付割合
	⑦=①×⑥

交付総額



	
	実　施　前
	要件達成確認時
	(⑤-④)/(②-③)
向上率
	
	

	
	②農用地面積
	③担い手への利用集積面積
	④高度経営体への利用集積面積
	⑤高度経営体への利用集積面積
	
	
	

	円
	ｈａ
	ｈａ
	ｈａ
	ｈａ
	%
	%
	円


　(注)「①　促進費算定対象事業費」の欄は、上表③の計と同額とすること。

（２）今年度交付申請額

	交付総額

①＝②＋③＋④
	過年度交付額

②
	今年度交付額

③
	次年度交付予定額

④

	円
	円
	円
	円


　(注)「①　交付総額」の欄は、２（１）の表の⑦と同額とすること。

　　　
３．促進費の使用計画（実績）書

　

様式第４号（第８、第９関係）

特定高度経営体集積促進事業計画（実績）書

地区名　　　　　　　　　　

１．対象事業の実施状況等

	採択年度
	
	①　農家負担割合
	　％

	年　度
	②

年度事業費
	③　 促進費算定

 対象事業費
	④ ＝ ①×③

農家負担額
	備　考

	
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


(注)１．「採択年度」の欄は、対象事業の採択年度を記入すること。

２．「②　年度事業費」の欄及び「③　促進費算定対象事業費」の欄は、地方事務費を含まない事業費を記入すること。

　　　３．「③　促進費算定対象事業費」の欄は、農家負担が伴う工種に係る事業費を記入すること。

　　　４．備考欄は、地元負担減免額があった場合に、その額を記入すること。
２．促進費交付申請額

（１）交付合計額

	①促進費算定対象事業費
	特定高度経営体集積率
	⑥交付割合
	⑦=①×⑥

交付総額



	
	実　施　前
	要件達成確認時
	⑤/④
特定高度経営体集積率
	
	

	
	②農用地面積
	③特定高度経営体への利用集積面積
	④農用地面積
	⑤特定高度経営体への利用集積面積
	
	
	

	円
	ｈａ
	ｈａ
	ｈａ
	ｈａ
	%
	%
	円


　(注)「①　促進費算定対象事業費」の欄は、上表③の計と同額とすること。

（２）今年度交付申請額

	交付総額

①＝②＋③＋④
	過年度交付額

②
	今年度交付額

③
	次年度交付予定額

④

	円
	円
	円
	円


　(注)「①　交付総額」の欄は、２（１）の表の⑦と同額とすること。

３．促進費の使用計画（実績）書

様式第５号（第８、第９関係）

高度経営体集約化促進事業計画（実績）書

地区名　　　　　　　　　　

１．対象事業の実施状況等

	採択年度
	
	①　農家負担割合
	　％

	年　度
	②

年度事業費
	③　 促進費算定

 対象事業費
	④ ＝ ①×③

農家負担額
	備　考

	
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


(注)１．「採択年度」の欄は、対象事業の採択年度を記入すること。

２．「②　年度事業費」の欄及び「③　促進費算定対象事業費」の欄は、地方事務費を含まない事業費を記入すること。

　　　３．「③　促進費算定対象事業費」の欄は、農家負担が伴う工種に係る事業費を記入すること。

　　　４．備考欄は、地元負担減免額があった場合に、その額を記入すること。
２．促進費交付申請額

（１）交付合計額

	①促進費算定対象事業費
	高度経営体集約化向上率
	⑥交付割合
	⑦=①×⑥

交付総額



	
	実　施　前
	要件達成確認時
	(⑤-④)/(②-③)
向上率
	
	

	
	②農用地面積
	③担い手への集約化面積
	④高度経営体への集約化面積
	⑤高度経営体への集約化面積
	
	
	

	円
	ｈａ
	ｈａ
	ｈａ
	ｈａ
	%
	%
	円


　(注)「①　促進費算定対象事業費」の欄は、上表③の計と同額とすること。

（２）今年度交付申請額

	交付総額

①＝②＋③＋④
	過年度交付額

②
	今年度交付額

③
	次年度交付予定額

④

	円
	円
	円
	円


　(注)「①　交付総額」の欄は、２（１）の表の⑦と同額とすること。

　　　
３．促進費の使用計画（実績）書

　

様式第６号（第８、第９関係）

農地所有適格法人等農地集積促進事業計画（実績）書

地区名　　　　　　　　　　

１．対象事業の実施状況等

	採択年度
	
	①　農家負担割合
	　％

	年　度
	②

年度事業費
	③　 促進費算定

 対象事業費
	④ ＝ ①×③

農家負担額
	備　考

	
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


(注)１．「採択年度」の欄は、対象事業の採択年度を記入すること。

２．「②　年度事業費」の欄及び「③　促進費算定対象事業費」の欄は、地方事務費を含まない事業費を記入すること。

　　　３．「③　促進費算定対象事業費」の欄は、農家負担が伴う工種に係る事業費を記入すること。

　　　４．備考欄は、地元負担減免額があった場合に、その額を記入すること。

２．促進費交付申請額

（１）交付合計額

	①促進費算定対象事業費
	経営所得安定対策加入経営体集積率
	④

交付割合
	⑤=①×④

交付総額



	
	要件達成確認時
	③/②
集積率
	
	

	
	②

農用地面積
	③農地所有適格法人等及び高度経営体の経営所得安定対策加入集積面積
	
	
	

	円
	ｈａ
	ｈａ
	%
	%
	円


　(注)「①　促進費算定対象事業費」の欄は、上表③の計と同額とすること。

（２）今年度交付申請額

	交付総額

①＝②＋③＋④
	過年度交付額

②
	今年度交付額

③
	次年度交付予定額

④

	円
	円
	円
	円


　(注)「①　交付総額」の欄は、２（１）の表の⑤と同額とすること。

３．促進費の使用計画（実績）書

様式第７号（第８、第９関係）

中心営体農地集積促進事業計画（実績）書

地区名　　　　　　　　　　

１．対象事業の実施状況等

	採択年度
	
	①　農家負担割合
	　％

	年　度
	②

年度事業費
	③　 促進費算定

 対象事業費
	④ ＝ ①×③

農家負担額
	備　考

	
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


(注)１．「採択年度」の欄は、対象事業の採択年度を記入すること。

２．「②　年度事業費」の欄及び「③　促進費算定対象事業費」の欄は、地方事務費を含まない事業費を記入すること。

　　　３．「③　促進費算定対象事業費」の欄は、農家負担が伴う工種に係る事業費を記入すること。

　　　４．備考欄は、地元負担減免額があった場合に、その額を記入すること。
２．促進費交付申請額

（１）交付合計額

	①促進費算定対象事業費
	中心経営体集積率
	⑤交付割合
	⑥=①×⑤

交付総額



	
	②農用地面積
	要件達成確認時
	(③/②)
中心経営体集積率
	
	
	

	
	
	③中心経営体の利用集積面積
	④中心経営体の集約化面積
	
	(④/③)
集約化率
	
	

	円
	ｈａ
	ｈａ
	ｈａ
	%
	%
	%
	円


　(注)「①　促進費算定対象事業費」の欄は、上表③の計と同額とすること。

（２）今年度交付申請額

	交付総額

①＝②＋③＋④
	過年度交付額

②
	今年度交付額

③
	次年度交付予定額

④

	円
	円
	円
	円


　(注)「①　交付総額」の欄は、２（１）の表の⑥と同額とすること。

３．促進費の使用計画（実績）書

様式第８号（第８、第９関係）

耕地利用高度化推進事業計画（実績）書

地区名　　　　　　　　　　

１．実施限度額の算定

	採　択　年　度
	　　　　

	完了（予定）年度
	　　　　

	①

総事業費
	②=①×2%

耕地利用高度化推進事業費限度額
	備　考

	円

	円
	


(注)１．「採択年度」の欄は、対象事業の採択年度を記入すること。

２．「完了（予定）年度」の欄は、対象事業の完了（予定）年度を記入すること。

　　　３．「総事業費」の欄は、地方事務費を含まない事業費を記入すること。
２．耕地利用高度化推進事業実施計画

（１）全体事業内容

（２）事業計画

	区分
	年度
	年度
	年度
	年度
	合　計

	事業量等
	
	
	
	
	

	事 業 費
	円
	円
	円
	円
	円


　(注)事業費の合計額は、１の②の額以内であること。

（３）今年度交付額

	交付総額

①＝②＋③＋④
	過年度交付額

②
	今年度交付額

③
	次年度以降交付予定額

④

	円
	円
	円
	円


　(注)交付額は事業費の1/2以内の額であること。

３．耕地利用高度化推進事業費算定内訳書

　

様式第９号（第11関係）
番　　　　　号　

年　　月　　日　

　岩手県知事　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体　　氏　　　名　　　　　
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名　称　　　　　　　　　　　

代表者　　氏　　名　　　　　

基盤整備関連経営体育成等促進計画（又は農業農村活性化計画）実施状況報告書

岩手県農業経営高度化支援事業実施要領第11第１項の規定により、　　年度の下記地区の実施状況について、別紙のとおり報告します。

記

	地　区　名
	備　考
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[image: image29.emf]２　事業達成状況

（1）農地利用集積の実績

　　ア　担い手への農地利用集積の実績

農用地 担い手の

（ha） （ha）

（ha) （ha) （ha)

(%)

A B=C+D+E C D E B/A

事業実施前

#DIV/0!

計　　画 (　) (　) (　) (　) (　) #DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

上段（　）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画等目標年度

担い手の使

用収益権面

積

担い手の基

幹３作業受

託面積

農用地面積

に占める担

い手の利用

集積率

区分

○○年度まで

面積 利用集積面

積

担い手の所

有面積

[image: image30.emf](様式第９号　別紙[一般型(高度経営体)]）

１　事業実施状況

（1）生産基盤整備事業等の実施状況

総事業費 受益面積 着工 完了

事業名 地区名 備考

（百万円） （ha) 年度 年度

備考

(注）「一体的に実施した関連支援事業」には、都道府県が国の助成を受けずに実施する事業のほか、担い手育成基盤整備関連流動化促進事業、

　経営体育成促進事業、農山漁村振興交付金、農業経営高度化支援事業等の名称を記入する。

（2）高度化支援事業の実施状況

総事業費

（千円）

（注）１．高度化支援事業を実施している場合のみ記入し、実施しない場合は斜線を引く。

（注）２．

（注）３．「活動内容等」は、実施時期及び活動内容を具体的に記入する。

「事業名」は、国の復興再生基盤実施要領別紙2-1別表の区分の欄の４の事業種類の欄の事業名を記入する。

備考



関連支援事業



事業の内容



事業名 事業実施期間 活動内容等



及び

土地改良区名

主な工事内容



関係市町村名

一体的に実施した



実施した関連支援



事業実施主体



[image: image31.emf](様式第９号　別紙[集約化型(高度経営体)]）

１　事業実施状況

（1）　生産基盤整備事業等の実施状況

総事業費 受益面積 着工 完了

事業名 地区名 備考

（百万円） （ha) 年度 年度

備考

(注）「一体的に実施した関連支援事業には、都道府県が国の助成を受けずに実施する事業のほか、経営体育成促進事業、

　農山漁村振興交付金、農業経営高度化支援事業等の名称を記入する。

（2）　高度化支援事業の実施状況

総事業費

（千円）

（注）１．高度化支援事業を実施している場合のみ記入し、実施しない場合は斜線を引く。

（注）２．

（注）３．「活動内容等」は、実施時期及び活動内容を具体的に記入する。

実施した関連支援



備考 事業名 事業実施主体 事業実施期間 活動内容等



及び

土地改良区名

主な工事内容



関係市町村名

「事業名」は、国の復興再生基盤実施要領別紙2-1別表の区分の欄の４の事業種類の欄の事業名を記入する。



関連支援事業



事業の内容

一体的に実施した


[image: image32.emf](様式第10号　別紙[一般型]）

１　生産基盤整備事業等の実施状況

総事業費 受益面積 着工 完了

事業名 地区名 備考

（百万円） （ha) 年度 年度

備考

(注）「一体的に実施した関連支援事業」には、都道府県が国の助成を受けずに実施する事業のほか、担い手育成基盤整備関連流動化促進事業、

　経営体育成促進事業、農山漁村振興交付金、農業経営高度化支援事業等の名称を記入する。

２　生産基盤整備事業等の達成状況

　(1)担い手への農地利用集積の実績

農用地 担い手の
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(%)

A B=C+D+E C D E B/A
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事業実施前
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上段（　）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画等目標年度
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一体的に実施した 実施した関連支援



関連支援事業 事業の内容


[image: image1.emf]ウ　農業経営高度化促進事業の実績

　　　農業経営高度化促進事業において、通年施行により、農用地の集積・集約化の促進支援をする場合にあっては、


　 下記の工事工程計画を作成する。


[image: image33.emf](様式第10号　別紙[集約化型]）

１　生産基盤整備事業等の実施状況

総事業費 受益面積 着工 完了

事業名 地区名 備考

（百万円） （ha) 年度 年度

備考

(注）「一体的に実施した関連支援事業」には、都道府県が国の助成を受けずに実施する事業のほか、担い手育成基盤整備関連流動化促進事業、

　経営体育成促進事業、農山漁村振興交付金、農業経営高度化支援事業等の名称を記入する。
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[image: image34.emf]（２）担い手別農地利用集積方法

(ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha)

0

0

0

0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0

（注） １．

２．本表の基礎資料として、①担い手別地番別土地利用調整結果一覧表、②農地集積状況図を作成する。
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[image: image35.emf]（３）担い手等育成の実績
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[image: image2.emf]２　事業達成状況
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上段（　）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画等目標年度


[image: image3.emf]イ　高度経営体への農地利用集積の実績
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上段（　）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画等目標年度

（注）　１．高度化支援事業を実施している場合のみ記入し、実施しない場合は斜線を引く。

（注）　２．複数の高度経営体を育成している場合は、各々の高度経営体ごと及び合計について本表を作成する。ただし、「高度経営体集積向上率」は、合計
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[image: image4.emf]ウ　特定高度経営体への農地利用集積の実績
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（注）１．特定高度経営体促進事業を実施している場合のみ記入し、実施しない場合は斜線を引く
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[image: image5.emf]エ　農業経営高度化促進事業の実績

　　　農業経営高度化促進事業において、通年施行により、農用地の集積・集約化の促進支援をする場合にあっては、


　 下記の工事工程計画を作成する。


[image: image36.emf]（２）担い手別農用地集約化方法
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(注)

２.本表の基礎資料として、①担い手別地番別土地利用調整結果一覧表、②農地集積状況図を作成する。
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[image: image37.emf]（参考）担い手別農用地利用集積方法
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２.本表の基礎資料として、①担い手別地番別土地利用調整結果一覧表、②農地集積状況図を作成する。
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[image: image6.emf]　イ　高度経営体育成の実績

（注）１．　高度化支援事業を実施している場合のみ記入し、実施しない場合は斜線を引く。

（注）２：（　）は特定高度経営体集積促進事業を実施する場合のみ特定高度経営体について記入する。
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[image: image38.emf](様式第９号　別紙[農地所有適格法人等育成型]）

１　事業実施状況

（１）生産基盤整備事業等の実施状況

総事業費受益面積 着　工 完　了

事業名 地区名

（百万円） （ha） 年　度 年　度

（２）高度化支援事業の実施状況

事業実施期間

注１:高度化支援事業を実施している場合のみ記入し、実施しない場合は斜線を引く。

注２:「事業名」は、国の競争力強化実施要領別紙1別表及び国の農山漁村実施要領別紙1-1別表1の区分の欄の４の事業種類の欄の事業名を記入する。

注３:「活動内容等」は、実施時期及び活動内容を具体的に記入する。
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[image: image39.emf]２　事業達成状況
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[image: image40.emf]（２）経営所得安定対策加入経営体別農地利用集積方法

単位：人、ha
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注２：高度化支援事業を実施していない地区については、農地所有適格法人等①の区分欄にのみ入力し、その他の区分欄には斜線を引く。

（３）経営所得安定対策加入経営体育成の実績

注２：高度化支援事業を実施していない地区については、農地所有適格法人等①の区分欄のみに入力し、その他の区分欄には斜線を引く。

注３：「完了時」とは生産基盤整備事業等の完了時、「目標年度」とは基盤整備関連経営体育成等促進計画の目標年度をいう。
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[image: image41.emf]３　農地所有適格法人等の状況

(１)農地所有適格法人等の経営状況

注１：国の競争力強化実施要領別紙１の第2の1及び国の農山漁村実施要領別紙1-1第２の１に該当する農地所有適格法人等のみを記載対象とする。

注２：農地所有適格法人等が設立された次年度から目標年度まで記載する。
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[image: image42.emf](２)農地所有適格法人等育成の取組状況

年度 実施時期 実施主体 対象者 目的

　　　　年　月

【事業開始時】 　　　　年　月

1年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

５年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

【完了時】 　　　　年　月

６年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

完了後 　　　　年　月

１年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

完了後 　　　　年　月

２年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

完了後 　　　　年　月

３年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

完了後 　　　　年　月

４年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

完了後 　　　　年　月

５年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

注１：農地所有適格法人等が複数設立した場合は、設立した法人毎に作成する。

注３：「完了」とは生産基盤整備事業等の完了をいう。



２年度目



実施する又は実施した事項（内容）



注２：国の競争力強化実施要領別紙１別表及び国の農山漁村実施要領別紙1-1別表の区分の欄の４の事業種類の欄の（１）の高度土地利用調整事業を生産基盤整備事業等の開始年度以前に先行して実施して

いる場合にあっては、高度土地利用調整事業の開始時からの内容を記入する。



３年度目

４年度目


[image: image7.emf]ウ　農業経営高度化促進事業の実績

　　　農業経営高度化促進事業において、通年施行により、農用地の集積・集約化の促進支援をする場合にあっては、


　 下記の工事工程計画を作成する。


[image: image43.emf](様式第９号　別紙[農地所有適格法人等育成型（高度経営体）]）

１　事業実施状況

（１）生産基盤整備事業等の実施状況

総事業費受益面積 着　工 完　了

事業名 地区名

（百万円） （ha） 年　度 年　度

（２）高度化支援事業の実施状況

事業実施期間

注１:高度化支援事業を実施している場合のみ記入し、実施しない場合は斜線を引く。

注２:「事業名」は、国の復興再生基盤実施要領別紙2-1別表の区分の欄の４の事業種類の欄の事業名を記入する。

注３:「活動内容等」は、実施時期及び活動内容を具体的に記入する。



事　業　名 事業実施主体 活　　　動　　　内　　　容　　　等



総事業費（千円） 備　　　考



関係市町村名

及び

土地改良区名



主な工事内容 備　　　　考


[image: image44.emf]２　事業達成状況

(１)農地利用集積の実績

ア　農地所有適格法人等への農地利用集積の実績

農用地面

農用地 積に占め

面積 る農地所有

適格法人等

(ha) への利用

集積率

地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 計

内　 外　 内　 外　 内　 外　 内　 外　 内　 外　 内　 外　 内　 外　

A B C D E F G H=B I=C H/A

+D+F +E+G (％)

J

K1

( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )

〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕

( )

〔 〕

K2

注１：国の復興再生基盤実施要領別紙2-1第２の１に該当する農地所有適格法人等について記載する。

イ　経営所得安定対策加入経営体への農地利用集積の実績

農用地面

農用地 積に占め

面積 る経営

安定対策

(ha) 加入経営

体への利

地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 地区 計 用集積率

内　 外　 内　 外　 内　 外　 内　 外　 内　 外　 内　 外　 内　 外　

A B C D E F G H=B I=C H/A

+D+F +E+G (％)

J

K1

( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )( )

〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕〔 〕

( )

〔 〕

K2

注１：高度化支援事業を実施している場合のみ記入し、実施しない場合は斜線を引く。

経営所得 経営所得安定

上段(　)：生産基盤整備事業等の完了時、下段〔　〕：目標年度

農地所有適格



経営基盤強

化法の賃借

権設定



事業実施前



法人等の

所有面積



区　　分

(ha)



K2-J

増加」ポイント

K1-J

増加ポイント



事業実施前

対策加入経営体への

計 加入経営体

上段(　)：生産基盤整備事業等の完了時、下段〔　〕：目標年度

計　　画

○○年度まで



安定対策 対策加入

経営体の所



農地法第３

条による賃

借権設定

経営所得安定



経営所得安定対策加入経営者への使用収益権面積　(ha)



(ha)

区　　分

農地所有適格法人等への使用収益権面積　(ha)



計



その他



農地所有適格法人等へ

の利用集積面積



(ha)

農地所有適格

法人等の

基幹３作業

受託面積

経営基盤強



の基幹３作 有面積 化法の賃借



農地法第３ その他



利用集積面積

(ha) 権設定 借権設定



業受託面積 (ha)

条による賃



計　　画



○○年度まで

増加ポイント

K2-J

(ha)

増加」ポイント

K1-J


[image: image45.emf]（２）経営所得安定対策入経営体別農地利用集積方法

単位：人、ha

権　利　等

注２：高度化支援事業を実施していない地区については、農地所有適格法人等①の区分欄にのみ入力し、その他の区分欄には斜線を引く。

経営委託



人数等

基幹作業受託



自己所有地



計

賃貸権設定



（ha）

注１：農地所有適格法人等①には国の復興再生基盤実施要領運用第５の１の（２）のウの（ア）に該当するもの、農地所有適格法人等②には左記に該当しないものを記載する。

法人数

（ha）



（ha）

組織数



（ha） （ha）

面積

計 個別農業者

農地所有適格法人等①農地所有適格法人等②

集落営農組織



面積 面積

経営所得安定対策加入経営体区分

人数 面積 法人数 面積


[image: image46.emf]（３）経営所得安定対策加入経営体育成の実績

注２：高度化支援事業を実施していない地区については、農地所有適格法人等①の区分欄のみに入力し、その他の区分欄には斜線を引く。

注３：「完了時」とは生産基盤整備事業等の完了時、「目標年度」とは基盤整備関連経営体育成等促進計画の目標年度をいう。

注１：農地所有適格法人等①には国の復興再生基盤実施要領運用第５の１の（２）のウの（ア）に該当するもの、農地所有適格法人等②には左記に該当しないものを記載する。



農地所有適格法人等① 集落営農組織



（組織数）



うち特定農業法人



（法人数） うち特定農業法人

実績（H23年度まで）



区分



農地所有適格法人等②

目標年度

完了時

計画時

（法人数）



個別農業者


[image: image8.emf]２　事業達成状況

（1）農用地集約化の実績

　　ア　担い手への農用地集約化の実績

経営基盤強農地法第３ その他 計

化法の賃借条による賃

（ha） （ｈａ） 権設定 借権設定 （ha)

Ａ B C D E=B＋C＋D E/Ａ

事業実施前 F

0.0 0.0 #DIV/0!

計　　画 ( 0.0 ) ( . ) ( 0.0 ) ( 0.0 ) ( 0.0 ) ( 0.0 ) ( 0.0 ) ( . ) #DIV/0!

G1

0.0 0 #DIV/0!

増加ポイント

#DIV/0!

Ｇ１‐Ｆ #DIV/0!

G2

0.0 0 #DIV/0!

増加ポイント

Ｇ２‐Ｆ #DIV/0!

農用地面積に占

める担い手への

集約化率

（％）

担 い 手 へ の

集約化面積

（ha)

上段（　）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画等目標年度

区分

担い手への使用収益権面積のうち集約化面積

（ha)

農用地

面積

担い手の所

有面積のう

ち集約化面

積

担い手への基幹ほ

場３作業受託面積

のうち集約化面積

○○年度まで


[image: image9.emf]イ　高度経営体への農用地集約化の実績

高度経営 農用地面

体への 積に占め

経営基盤 農地法第 その他 計 集約化 る高度経

強化法の ３条による   面積 営体への

（ha） （ｈａ） （ｈａ） 賃借権設 賃借権 （ha） 集約化

定 設定 率(%)

Ａ B C Ｄ E F=C+D+E F/A

事業実施前

G

0.0 0.0 #DIV/0!

計　　画 (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0) #DIV/0! #DIV/0!

H1

0.0 0.0 #DIV/0! #DIV/0!

増加ポイント

#DIV/0!

H１‐Ｇ

#DIV/0!

H2

0.0 0.0 #DIV/0! #DIV/0!

増加ポイント

H２‐Ｇ

#DIV/0!

（注）　１．高度化支援事業を実施している場合のみ記入し、実施しない場合は斜線を引く。

（注）　２．複数の高度経営体を育成している場合は、各々の高度経営体ごと及び合計について本表を作成する。ただし、「高度経営体集約化向上率」は、合計

　　　の表にのみ記入する。



高度経営へ

の基幹ほ場

３作業受託

面積のうち

集約化面積

(ha)



上段（　）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画等目標年度

高度経営体への使用収益権面積のうち集約化面積

（ha)



高度経営の

所有面積の

うち集約化

面積

○○年度まで

区分

高度経営体集約

化向上率

（該当年度F－

事業実施前F)／

（事業実施前A

－事業実施前B)

(%)



担い手への

集約化面積



農用地面積


[image: image10.emf]ウ　農業経営高度化促進事業の実績

　　　農業経営高度化促進事業において、通年施行により、農用地の集積・集約化の促進支援をする場合にあっては、


　 下記の工事工程計画を作成する。


[image: image47.emf]３　農地所有適格法人等の状況

(１)農地所有適格法人等の経営状況

注１：国の復興再生基盤実施要領別紙1-1第２の１に該当する農地所有適格法人等のみを記載対象とする。

注２：農地所有適格法人等が設立された次年度から目標年度まで記載する。

注３：農地法第１５条の２に基づき農業委員会に提出された報告書に即して記載すること。



報告

前々年度報告

経営面積

（ha）



農畜産物名

関連事業名

採草放牧地



田

法人形態

事

業

の

種

類

経営面積

（ha）



前年度報告



農地所有適格法人等

の名称

うち地区内

その他事業名

○○法人

農

業

○○法人

売

上

高

（

円

）



前々年度報告

前年度報告

合計

法人区分

そ

の

他

事

業

畑



市町村・農協等④

報告

合計

農業常時従事者②

承認会社⑤

議決権の状況（うち市町

村・農協系統の有するも

の）

総数



備考

業

務

執

行

委

員

数



総数

うち農作業に従事する者数

農地保有合理化法人③



構

成

員

数

農業に常時従事する構成員数



農地提供者①



法人と取引関係等にある者⑥



△△法人



経営方針

常時従事

者数（人）



構成員数

（人）



農地所有適格法人

となった日

（予定含む）

特定農業法人

となった日

（予定含む）

認定農業者認定日

（予定含む）

経営所得安定対策

加入経営体

となった日（予定含む）

[image: image48.emf]（２）担い手別農地利用集積方法

(ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha)

0

0

0

0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0

（注）

２．　本表の基礎資料として、①担い手別地番別土地利用調整結果一覧表、②農地集積状況図を作成する。

担　い　手　区　分

面積

法人数

面積

計

権利等

　うち認定

　適格法人

　うち認定

べき農業者



農業者 　農地所有

人数 面積

法人数

面積

の種類 　農業者

人数

法人数

今後育成す 生産組織

面積

(ha)

面積

組織数

面積

　農業者

　特定農業

面積

１．　担い手の区分欄については、国の競争力強化実施要領別紙１第２の３、農山漁村実施要領別紙1-1第２の３及び国の復興再生基盤実施要領別紙2-1第２

   の３の規定に基づいて記載するものとする。

自己所有地 0.0

賃貸権設定 0.0

経営受託 0.0

基幹作業受託

　その他

　団体等 　法人

団体数

0.0

計 0.0

人数等

面積

人数等

[image: image11.emf]（参考）農地利用集積の実績

　　ア　担い手への農地利用集積の実績

農用地面

積に占め

その他 計 る担い手

への利用

（ha） （ｈａ） （ha) 集積率

Ａ B C D E=B＋C＋D E/Ａ

事業実施前

#DIV/0!

増加ポイント

Ｇ２‐Ｆ #DIV/0!

イ　高度経営体への農地利用集積の実績

担い手へ 高度経営 高度経営 高度経営 農用地面 高度経営体

の利用集 体の所有 体への 体への 積の占め 集積向上率

その他 計 基幹３作 利用集積 る高度経 (該当年度F

業受託面   面積 営体への -事業実施

（ha） （ｈａ） （ｈａ） 積（ha） （ha） 利用集積 前F）/(事業

Ａ B C Ｄ E F=C+D+E 率 実施前A-事

F/A 業実施前B)

事業実施前

増加ポイント

H２‐Ｇ

（注）　１．高度化支援事業を実施している場合のみ記入し、実施しない場合は斜線を引く。

（注）　２．複数の高度経営体を育成している場合は、各々の高度経営体ごと及び合計について本表を作成する。ただし、「高度経営体集積向上率」は、合計

　　　の表にのみ記入する。

区分

農用地



面積

経営基盤強

化法の賃借

権設定

農地法第３

条による賃

借権設定



○○年度まで

担い手の 担い手への使用収益権面積（ha)

○○年度まで

区分

農用地 高度経営体への使用収益権面積（ha)

面積 積面積

担い手への

基幹３作業

受託面積

担 い 手 へ の

利用集積面積

面積 所有面積

経営基盤強

化法の賃借

権設定

農地法第３

条による賃

借権設定

（ha)


[image: image49.emf]（３）担い手育成の実績



　法人 べき農業者

農業者 （法人） 農業者 （団体） （人等）

農業者 　農地所有 生産組織 　特定農業　その他 今後育成す

区　　分 （人） うち認定 　適格法人 うち認定 （組織） 　団体等



計画時



目　標



実績（○○年度まで）


[image: image50.emf]３　担い手別地番別土地利用調整結果一覧表

計画 農業者 　農地所有適格

地目 　うち認定 　法人 　うち認定

　農業者 　農業者

⑥ 0001 ha田 ⑥ （所）⑥ （所）⑥

1.20 1.20 1.20

0002 畑 ⑥ （所）⑥ （所）⑥

1.06 1.06 1.06

0103 田 ② （賃）⑥ （賃）⑥

1.40 1.40 1.40

0205 〃 ④ （受）⑥ （受）⑥

1.35 1.35 1.35

小計

5.01 5.01 5.01

計

（注） １．一覧表は担い手別に整理すること。

２．集積方法の欄、（所）は所有権、（賃）は賃貸借権等、（受）は基幹ほ場３作業以上の受託によるものとして記入し、個別農家は⑥等、法人及び組織等はＡ等と表記する。

担い手区分別集積方法

担い手

番号

地番 面積

所有農

家番号

生産組織

　特定農業団

体等

その他法人

今後育成すべ

き農業者

[image: image51.emf]２　生産基盤整備事業等の達成状況

　（１）　担い手への農用地集約化の実績

農用地 担い手の

（ha） （ha）

（ha) （ha) （ha)

(%)

A B=C+D+E C D E B/A

事業実施前

#DIV/0!

計　　画 (　) (　) (　) (　) (　) #DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

　（２）　担い手別農用地集約化方法

(ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha)

注１：担い手の区分欄については、国の競争力強化実施要領別紙１第２の３、農山漁村実施要領別紙1-1第２の３及び国の復興再生基盤実施要領別紙2-1第２の３の規定に基づいて記載するものとする。

注２：本表の基礎資料として、①担い手別地番別土地利用調整結果一覧表、②農地集積状況図を作成する。

注３：その他法人とは、国の競争力強化実施要領別紙１の第２の３(4)、農山漁村実施要領別紙1-1第２の３(4)及び国の復興再生基盤実施要領別紙2-1第２の３(4)に該当するものとする。

面積

計

区分

担　い　手　区　分

農用地面積

に占める担

い手の集約

化率

面積 集約化面積 担い手の所

有面積のう

ち集約化面

積



農業者 　農地所有 生産組織 　特定農業 　その他

の種類 　農業者 　農業者

権利等

　うち認定

　適格法人

面積 組織数

今後育成す

　団体等 　法人 べき農業者

面積

　うち認定

人数 面積 人数 面積 人数等

自己所有地

法人数 面積 人数等 面積 団体数 面積 法人数 面積



上段（　）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画等目標年度

担い手の使

用収益権面

積のうち集

約化面積

担い手の基

幹３作業受

託面積のう

ち集約化面

積

○○年度まで

計

賃貸権設定

経営受託

基幹作業受託

法人数

[image: image52.emf]３　担い手別地番別土地利用調整結果一覧表

計画 農業者 　農地所有適格

地目 　うち認定 　法人 　うち認定

　農業者 　農業者

⑥ 0001 ha田 ⑥ （所）⑥ （所）⑥

1.20 1.20 1.20

0002 畑 ⑥ （所）⑥ （所）⑥

1.06 1.06 1.06

0103 田 ② （賃）⑥ （賃）⑥

1.40 1.40 1.40

0205 〃 ④ （受）⑥ （受）⑥

1.35 1.35 1.35

小計

5.01 5.01 5.01

計

（注） １．一覧表は担い手別に整理すること。

２．集積方法の欄、（所）は所有権、（賃）は賃貸借権等、（受）は基幹ほ場３作業以上の受託によるものとして記入し、個別農家は⑥等、法人及び組織等はＡ等と表記する。

担い手区分別集積方法

担い手

番号

地番 面積

所有農

家番号

生産組織

　特定農業団

体等

その他法人

今後育成すべ

き農業者

[image: image53.emf]２　生産基盤整備事業等の達成状況

　(１)農地所有適格法人等への農地利用集積の実績

農用地 農地所有適格 農地所有適格法人等の

法人等の数

（ha） （ha）

（ha) （ha) （ha)

(%)

A B=C+D+E C D E B/A

事業実施前

#DIV/0!

計　　画 (　) (　) (　) (　) (　) #DIV/0!

#DIV/0!

#DIV/0!

注１：国の競争力強化実施要領別紙１の第２の１、国の農山漁村実施要領別紙1-1第２の１及び国の復興再生基盤実施要領別紙2-1第２の１に該当する農地所有適格法人等

　　について記載する。

注２：本表の基礎資料として、①農地所有適格法人等地番別土地利用調整結果一覧表、②農地集積状況図を作成する。

○○年度まで

上段（　）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画等目標年度

区分

農用地面積に占める

農地所有適格法人等

の利用集積率

面積 利用集積面積 農地所有適格法人等

の所有面積

農地所有適格法人等

の使用収益権面積

農地所有適格法人等

の基幹３作業受託面

積

[image: image54.emf](様式第10号　別紙[農地所有適格法人等育成型]）

１　事業実施状況

（１）生産基盤整備事業等の実施状況

総事業費受益面積 着　工 完　了

事業名 地区名

（百万円） （ha） 年　度 年　度

備考

(注）「一体的に実施した関連支援事業」には、都道府県が国の助成を受けずに実施する事業のほか、担い手育成基盤整備関連流動化促進事業、

　経営体育成促進事業、農山漁村振興交付金、農業経営高度化支援事業等の名称を記入する。

関係市町村名

及び

土地改良区名

一体的に実施した 実施した関連支援

事業の内容 関連支援事業

主な工事内容 備　　　　考

[image: image55.emf]１　事業実施状況

（1）生産基盤整備事業等の実施状況

総事業費 受益面積 着工 完了

地区名 備考

（百万円） （ha) 年度 年度

備考

注１：「一体的に実施した関連支援事業」には、都道府県が国の助成を受けずに実施する事業のほか、担い手育成基盤整備関連流動化促進事業、

　経営体育成促進事業、農村漁村振興交付金、農業経営高度化支援事業等の名称を記入する。

（2）高度化支援事業の実施状況

注１：高度化支援事業を実施している場合のみ記入し、実施しない場合は車線を引く。

注２：「事業名」は、国水利施設等保全実施要領運用別表の区分欄の４の事業種類の欄の事業名を記入する。

注３：「活動内容等」は、実施時期及び活動内容を具体的に記入する。



事業実施期間 活動内容等 総事業費（千円）



関係市町村名

一体的に実施した



事業名 事業実施主体 備考

事業の内容



及び

土地改良区名

主な工事内容



関連支援事業



実施した関連支援

[image: image56.emf]２　事業達成状況

（１）農地利用集積の実績

　ア　担い手への農地利用集積の実績

　イ　中心経営体への農地集積・集約化の実績



上段（　）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：活性化計画目標年度



○○年度まで



（　　）



計　　画 （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）



事業実施前



中心経営体

集積率

（％）



B/A

助成割合

（％）



中心経営体

の所有面積

（ha）



C

中心経営体

の使用収益

面積

(ha)

D

中心経営体

の基幹３作

業受託面積

(ha)

E

中心経営体利用集

積面積に占める集

約化率

（％）

F/B



(　　　)

区分



農用地

面積

(ha)



A



中心経営体

の利用集積

面積

（ha）



B=C+D+E

中心経営体

の集約化面

積

(ha)



F



○○年度まで



(　　　)



区分



農用地面積

(ha)



A



担い手の

利用集積面積

（ha）



B=C+D+E



計　　画



(　　　)



事業実施前



農用地面積に占める

担い手の利用集積率

（％）



B/A

担い手の基幹

３作業受託面積

(ha)



E

担い手の使用

収益権面積

（ha）



D

担い手の

所有面積

（ha）



C



(　　　)



上段（　）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：活性化計画目標年度

(　　　)



(　　　)

[image: image57.emf]　ウ　農業経営高度化促進事業の実績

　農業経営高度化促進事業において、通年施行により、農用地の集積・集約化の促進支援をする場合にあっては、


　下記の工事工程計画を作成する。

[image: image58.emf]（２）担い手別農地利用集積方法

(ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha)

0

0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0

※　本表の基礎資料として、①担い手別地番別土地利用調整結果一覧表、②農地集積状況図を作成する。

（３）担い手育成の実績

　農地所有 　その他

　適格法人 　法人

（法人）

（４）農用地利用集積の実績

うち畑地面積

（樹園地含む）

（ha）

（品目） （品目） 小計

うち水田を樹園地化した面積

（ha)

うち水田面積

（ha）

うち畑地面積

（樹園地含む）

（ha）

小計

水田の樹園地化

面積割合

(A)=(C)/(B)



うち水田面積

（ha）

現況の農用地面積(ha) 生産基盤整備事業完了時（○年度）の農用地面積(ha)



小計



（人） うち認定 （組織）

　団体等

農業者



目　標



計画時

実績（○○年度まで）



（人等） 農業者 （団体）

今後育成す

区　　分 べき農業者

農業者

生産組織

　特定農業

うち認定

0.0

0.0 基幹作業受託

計

の種類 　農業者 　農業者

面積

人数等

面積

担　い　手　区　分

　適格法人

　特定農業 生産組織 　農地所有 農業者

　法人

計

自己所有地

法人数

面積

法人数

面積

組織数

　団体等



権利等

経営受託

人数 面積

べき農業者

今後育成す 　その他

面積

団体数

面積 人数 面積

賃貸権設定

(ha)



0.0

0.0

0.0

　うち認定 　うち認定

法人数

面積

人数等

[image: image59.emf]１　事業実施状況

（1）生産基盤整備事業等の実施状況

総事業費 受益面積 着工 完了

事業名 地区名 備考

（百万円） （ha) 年度 年度

備考

注１：「一体的に実施した関連支援事業」には、都道府県が国の助成を受けずに実施する事業のほか、担い手育成基盤整備関連流動化促進事業、

　経営体育成促進事業、農村漁村振興交付金、農業経営高度化支援事業等の名称を記入する。



関連支援事業



実施した関連支援



及び

土地改良区名

主な工事内容



関係市町村名

一体的に実施した



事業の内容

[image: image60.emf]２　生産基盤整備事業等の達成状況

（１）担い手への農地利用集積の実績

上段（　）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：集積地域整備計画目標年度

(　　　)



(　　　)



(　　　)



農用地面積に占める

担い手の利用集積率

（％）



B/A

担い手の基幹

３作業受託面積

(ha)



E

担い手の使用

収益権面積

（ha）



D

担い手の

所有面積

（ha）



C



区分



農用地面積

(ha)



A



担い手の利用

集積面積

（ha）



B=C+D+E



計　　画



事業実施前



○○年度まで

(　　　)



(　　　)



(　　　)

[image: image61.emf]（２）担い手別農地利用集積方法

(ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha)

※　本表の基礎資料として、①担い手別地番別土地利用調整結果一覧表、②農地集積状況図を作成する。

（３）担い手育成の実績

　農地所有 　その他

　適格法人 　法人

（法人）



基幹作業受託

計

の種類 　農業者 　農業者

　団体等



権利等

担　い　手　区　分

適格法人

　特定農業 生産組織 農地所有 農業者

　法人 べき農業者

今後育成す 　その他

計

自己所有地

法人数

面積

法人数

面積

組織数

面積

人数等

面積 人数 面積

賃貸権設定

経営受託

人数 面積

(ha)

　うち認定 　うち認定

法人数

面積

人数等

面積

団体数

面積

　特定農業 今後育成す 農業者



計画時



　団体等 べき農業者

（団体） （人等）

区　　分

（人）

うち認定



実績（○○年度まで）



目　標



農業者



農業者



うち認定

生産組織

（組織）

[image: image62.emf]３　担い手別地番別土地利用調整結果一覧表

計画 農業者 　農地所有適格

地目 　うち認定 　法人 　うち認定

　農業者 　農業者

⑥ 0001 ha田 ⑥ （所）⑥ （所）⑥

1.20 1.20 1.20

0002 畑 ⑥ （所）⑥ （所）⑥

1.06 1.06 1.06

0103 田 ② （賃）⑥ （賃）⑥

1.40 1.40 1.40

0205 〃 ④ （受）⑥ （受）⑥

1.35 1.35 1.35

小計

5.01 5.01 5.01

計

（注） １．一覧表は担い手別に整理すること。

２．集積方法の欄、（所）は所有権、（賃）は賃貸借権等、（受）は基幹ほ場３作業以上の受託によるものとして記入し、個別農家は⑥等、法人及び組織等はＡ等と表記する。

担い手区分別集積方法

担い手

番号

地番 面積

所有農

家番号

生産組織

　特定農業団

体等

その他法人

今後育成すべ

き農業者

[image: image63.emf]２　事業達成状況

（１）担い手への農地利用集積の実績

（２）担い手別農地利用集積方法

(ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha) (ha)



基幹作業受託

計

の種類 　農業者 　農業者

　団体等



権利等

担　い　手　区　分

　適格法人

　特定農業 生産組織 　農地所有 農業者

　法人 べき農業者

今後育成す 　その他

計

自己所有地

法人数

面積

法人数

面積

組織数

面積

人数等

面積 人数 面積

賃貸権設定

経営受託

人数 面積

(ha)

　うち認定 　うち認定

法人数

面積

人数等

面積

団体数

面積



上段（　）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：集積地域整備計画目標年度

(　　　)



計　　画



○○年度まで



(　　　)



(　　　)



区分



農用地面積

(ha)



A



担い手の所有

面積

（ha）



B=C+D+E



農用地面積に占める

担い手の利用集積率

（％）



B/A

担い手の基幹

３作業受託面積

(ha)



E

担い手の使用

収益権面積

（ha）



D

担い手の利用

集積面積

（ha）



C

事業実施前

(　　　)



(　　　)



(　　　)
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[image: image12.emf]（３）高度経営体育成の実績

（注）１．　高度化支援事業を実施している場合のみ記入し、実施しない場合は斜線を引く。
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[image: image13.emf]ウ　農業経営高度化促進事業の実績

　　　農業経営高度化促進事業において、通年施行により、農用地の集積・集約化の促進支援をする場合にあっては、


　 下記の工事工程計画を作成する。







[image: image14.emf]ウ　農業経営高度化促進事業の実績

　　　農業経営高度化促進事業において、通年施行により、農用地の集積・集約化の促進支援をする場合にあっては、


　 下記の工事工程計画を作成する。





[image: image15.emf](２)農地所有適格法人等育成の取組状況

年度 実施時期 実施主体 対象者 目的

　　　　年　月

【事業開始時】 　　　　年　月

1年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

　　　　年　月

５年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

【完了時】 　　　　年　月

６年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

完了後 　　　　年　月

１年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

完了後 　　　　年　月

２年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

完了後 　　　　年　月

３年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

完了後 　　　　年　月

４年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

完了後 　　　　年　月

５年度目 　　　　年　月

　　　　年　月

注１：農地所有適格法人等が複数設立した場合は、設立した法人毎に作成する。

注３：「完了」とは生産基盤整備事業等の完了をいう。

注２：国の復興再生基盤実施要領別紙2-1別表の区分の欄の４の事業種類の欄の（１）の高度土地利用調整事業を生産基盤整備事業等の開始年度以前に先行して実施している場合にあっては、高度土地利用調

整事業の開始時からの内容を記入する。



３年度目

４年度目



実施する又は実施した事項（内容）



２年度目


様式第10号（第11関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

　岩手県知事　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体　　氏　　　名　　　　　

名　称

代表者　　氏　　名　　　　

達成状況報告書

岩手県農業経営高度化支援事業実施要領第11第２項の規定により、　　年度の下記地区の達成状況について、別紙のとおり提出します。

記

	地　区　名
	備　考

	
	

	
	

	
	











[image: image16.emf]（２）農地所有適格法人等地番別土地利用調整結果一覧表

注１：集積方法の（所）は所有権、（賃）は賃貸借権等、（受）は基幹ほ場３作業以上の受託によるものとして記入する。

３　農地所有適格法人等の育成状況

注１：「法人形態」欄は、農事組合法人・合名会社・合資会社・有限会社・株式会社のいずれかを記入する。

注２：常時従事者数とは農地法第２条第７項第２号ニに規定するものをいう。



法人形態



畑 2

　（所）A

  1.06



特定農業法人

となった日

（予定含む）

認定農業者認定日

（予定含む）



うち地区内



　（受）A

 1.40



構成員数

（人）



農地所有適格法人

となった日

（予定含む）

経営方針

経営所得安定

対策加入日



常時従事者数

（人）



2



経営面積

（ha）



農地所有適格法人等

の名称



田 6

　（所）A

  1.20

0103



5.01

農地所有適

格法人等番

号

地番 面積 計画地目

所有農家番

号

小計



5.01



農地所有適格法人等

区分別集積方法

1.40

0001 1.20

0002

　（賃）A



1.35 4

1.40 田

1.06



A

計



0205 〃


様式第11号（第11関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

　岩手県知事　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体　　氏　　　名　　　　　

名　称

代表者　　氏　　名　　　　

農地所有適格法人等経営状況評価報告書

岩手県農業経営高度化支援事業実施要領第11第３項の規定により、　　年度の下記地区の農地所有適格法人等の経営状況について、別紙のとおり報告します。

記

	地　区　名
	備　考

	
	

	
	

	
	


[image: image17.emf](様式第11号　別紙[農地所有適格法人等育成型]）

１　地区概要

備考

ha 百万円

２　農地所有適格法人等の概要

特定農業法人

になった日

うち地区内

作目 作付面積 生産量 構成戸数

田：

ha ha ha kg

畑：

ha ha ha kg

その他

ha ha ha kg

３　農地所有適格法人等の経営方針について

経営方針に対する評価



認定農業者に

なった日

（　　　　　　　　）

農地所有適格法人

になった日

経営所得安定対策



都道府県名

地区名

経営方針

経営面積 営農状況

総事業費

構成員数

常時従事者数

受益面積 所在地

農地所有適格法人等名

（法人形態） 加入経営体になった日


[image: image18.emf]４　農地所有適格法人等の経営状況について

円 円 円

５　農地所有適格法人等の地域振興に関する取組について

６　農地所有適格法人等の今後の取組方針について

今後の 経営

取組方針 地域振興

７　特記事項（事業実施主体の総合的な評価、別途評価すべき内容等）

取組に対する評価



取組内容



その他事業名



取組方針に対する評価



農業

経営状況に対する評価

事業種類

農畜産物名

関連事業等名



売上高

１人当たり所得

その他

常時従事者


様式第12号（第11関係）                                                        
                                                            番　　　号                                                         　　　　　年　月　日   
局長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体　　　氏　　名　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　氏　　名　　　　

農地中間管理機構関連農地整備事業

達成状況報告書
　岩手県農業経営高度化支援事業実施要領第11第４項の規定により、　　年度の下記地区の実施状況について、別紙のとおり報告します。

記

	地　区　名
	報　告　内　容

	
	１　農用地集積状況

２　農用地集団化状況

３　収益性状況


※１　農用地集積状況は、農業生産基盤整備事業に着手した年度から目標年度までの

毎年度、進捗状況及び達成状況を調査し報告すること。

　　　※２　農用地集団化状況は、完了年度及び目標年度に達成状況を調査して報告すること。

　　　※３　収益性状況は、完了年度及び目標年度に達成状況を調査して報告すること。

　　　※　ただし、(2)及び(3)においては、完了年度の状況により目標達成が困難と認められ

　　　　る場合は、完了年度から目標年度までの毎年度報告すること。
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様式第13号（第11関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

　岩手県知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体　　　氏　　名　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　氏　　名　　　　

農業農村活性化計画達成状況報告書

　岩手県農業経営高度化支援事業実施要領第11第５項の規定により、　　年度の下記地区の実施状況について、別紙のとおり報告します。

記

	地　区　名
	備　考

	
	

	
	

	
	






様式第14号（第11関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

　岩手県知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体　　　氏　　名　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　氏　　名　　　　

畑地帯総合整備型（又は畑地帯総合整備中山間地域型）（担い手育成対策）

達成状況報告書
　岩手県農業経営高度化支援事業実施要領第11第６項の規定により、　　年度の下記地区の実施状況について、別紙のとおり報告します。

記

	地　区　名
	備　考

	
	

	
	

	
	






様式第15号（第11関係）

番　　　　　号　

年　　月　　日　

　岩手県知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体　　　氏　　名　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　氏　　名　　　　

水利施設等保全高度化事業農地集積促進型

達成状況報告書
　岩手県農業経営高度化支援事業実施要領第11第７項の規定により、　　年度の下記地区の実施状況について、別紙のとおり報告します。

記

	地　区　名
	備　考

	
	

	
	

	
	





様式第16号（第13関係）                                                        
                                                            番　　　号                                                         　　　　　年　月　日   
局長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長　　氏　　　名　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　氏　　名　　　　

農業経営高度化支援事業交付決定前着手届
　下記事業について、別記条件を了承の上、交付決定前に着手したいので、岩手県農業経営高度化支援事業実施要領第１３の規定に基づき届け出ます。
記
１ 事業計画
(1) 事業区分及び種類
(2) 事業費
(3) 事業主体
(4) 着手予定年月日
(5) 完了予定年月日
(6) 交付決定前着手を必要とする理由

別記条件
　　１　交付決定を受けるまでの期間内に、天変地異等の事由によって実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業主体が負担するものとする。
　　２　交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議がないこと。

　　３　当該事業について、着手から交付決定を受ける期間内については、事業計画の変更は行わないこと。
